研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　地域連携室　　　職　種　精神保健福祉士　　　氏　名　西舘　翔子

	期　　間　　平成29年　1月30日　～　平成29年　1月　31日

	出張目的　平成28年度司法精神医療等人材養成研修委託事業　指定通院医療機関従事者研修会　参加の為

	出 張 先　独立行政法人国立病院機構本部　講堂

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


全体の考察

　本講義では、医療観察法の成立までの流れや目的・特徴、指定通院医療機関での各職種の役割や支援の具体的な進め方などを、事例やガイドラインを用い学んだ。また、各専門職による講義により、一般精神医療における各職種の振り返りが出来たと思う。その上で、医療観察法における各職種の役割について学んだ。各職種の役割として、対象行為の内省、日常生活についての相談など本人と行うことで信頼関係を築き、より良い支援や治療・病状変化の早期の気付きに繋がる。本人の病状悪化により入院治療が必要な場合には、医療観察法による入院治療か精神保健福祉法による入院治療が必要になるか関係機関で検討し、適切な判断・支援が必要となる。また、地域支援については、精神保健福祉法による支援を行う。施設入所を検討した場合、一般精神医療同様に対象者の高齢化も認められていることから、介護保険サービスの利用なども視野に入れ検討していく必要があると考えられる。

　共通評価項目については、他職種が専門職の様々な視点から対象者を総合的に評価を行うことにより、些細な変化や病状の悪化などを早期に把握する事が出来、各職種間での情報共有に繋がる。項目内容についても、精神医学的要素・個人心理的要素・対人関係的要素など、疾患に対する評価から日常生活についての評価を総合的に行うことが出来るツールとなっている。本人や関係機関の共通理解として、病状変化のサインや対処法が記載されているクライシスプランなどの内容の確認やより本人の状態に合わせた内容にする為にも変更の参考になると思われる。当院では、共通評価項目については使用していないことから、今後、対象者一人ひとりに共通評価項目を使用し、対象者の支援を行う職種(医師、看護師、精神保健福祉士、作業療法士、臨床心理士、通所職員など)それぞれの職種による視点から対象者を評価する事により対象者を総合的に支援する事や、医療観察法の最終目的である｢社会復帰を促進する｣ことに繋がると考えられる。

【1日目】

1.心身喪失者等医療観察法と我が国の精神保健医療福祉概論(医療観察法の基本的性格)

　講師　厚生労働局　社会・援護局　障害保健福祉部　精神・障害保健課

　医療観察法医療体制整備推進室　室長　日野原　友佳子　氏

考察

　本講義では、医療観察法の概要、特徴・目的について学んだ。重大な他害行為を行ったことにより、本来であれば、一般病棟・一般外来患者様より手厚い医療を提供する事が必要となっているが、環境の整備や人員配置などの問題から、困難となっている機関もある。特に四国地方、北海道には指定入院医療機関が設置されておらず、早急な整備が求められている状態であった。医療の質の確保や医療観察法による詳細な制度の仕組みなどについては、各種ガイドラインに記載されているとのことであった為、確認を行いながら支援を進めていきたいと思う。

研修要旨

従来の精神医療システムとしては、心身喪失・心身耗弱者も精神障害者という大きな枠の中で医療が提供されていた。また、精神保健福祉法のみによるもの(単一システム)であることから、課題も挙げられていた。①入退院の決定は、都道府県知事に委ねられているが、実際の判断を行う精神保健指定医の責任が重たい、②精神保健福祉法には種々の入院形態があるが、医療の必要性が高いケースであっても、基本的に一般精神障害者と同様のスタッフ・施設で医療が提供されている、③退院後の継続的な医療を確保するための実行力のある仕組みがない、の3つが挙げられていた。しかし、医療観察法の特徴としては、①裁判所が適切な処遇を決定(対象者の処遇開始及び終了については、地方裁判所における合議体[裁判官＋精神保健審査員]において、適切な鑑定を踏まえて決定する)②手厚い専門的な医療を行う(対象者の入院医療については、国公立の指定入院医療機関で適切な処遇を実施する[現在、医療機関32箇所])③地域での継続的な医療を確保する為の仕組み(指定通院医療機関が適切な医療を提供・保護観察所が都道府県等と連携の上、処遇実施計画を定め、観察・指導等を実施していく)などがあり必要な医療を確保して病状の改善を図り、再び不幸な事態が繰り返されないよう社会復帰を促進することを目的としている。医療観察法と精神保健福祉法との関係性は、下記の通りである。
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医療観察法による流れは、下記の通りである。入院処遇については、概ね18ヶ月を基準としており症状が軽度の場合は、早期退院を図り精神保健福祉法による地域生活支援が行われる。
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通院処遇の概要としては、下記の通りである。処遇期間としては、原則3年であり状態に応じて、最大5年までの延長が可能である。また、指定通院医療機関としては原則として地元の病院もしくは、近医の病院へ通院を行う。

[image: image3.png]ﬁl‘xkﬁd)#ﬂig

| ERER S E T BB —

R ERERMEICLIERIE, REBEAALYE
EHZBORBEHEIEIETHND

BRIEIC L ARTRRIKET M E AL AN | SARS
BROTA 77 FHREZFOEAEDEIZLDE

HEERABEEZI—T1—5—LLT, EBORE
B —E RZTSMEER CR AT - W REEL
S—F OB DA RIS ESERR

iR
BOER-RE-BLORERREORE | —| Faao WISERBLLNL. L

FARREILEOARMELTALLEBAA

fa 15

A e 1% 3

1248

!

M

—

FRBICKHEREHM . FRAISERM (RASER)

D SRR NS |

10





指定医療機関の状況としては、指定入院医療機関指定数は32箇所(825床)、指定通院医療機関は3,322箇所である。指定入院医療機関については、北海道と四国地方に設置が行われていないことから、設置・整備が必要となっている。

また、(1)医療観察法に基づく対象者の円滑な社会復帰を促進する為に、①指定通院医療機関の確保に関すること②対象者の住居及び受け入れ先の確保に関することを関係機関が連携を強化して取り組む(2)医療観察法運用上の諸課題を共有するとともに、対応方策について関係機関が連携して具体的な検討を行うことを目的とした指定医療機関地域連携体制強化意見交換会が、H28年度より開始となっている。
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2.心身喪失者等医療観察法における法律と医療(医療観察法における処遇の流れ―審判手続き―)

講師：成城大学法学部　教授　山本　輝之　氏
考察
　本講義を通して、今まで理解出来ていなかった部分である医療観察法と精神保健福祉法・措置入院との関係性について図などにより、学ぶことが出来た。また、現行の医療観察法までの遍歴についても、どのように成立・修正、成立までにどのような論議がされたのかを知り、成立の目的や医療観察法による支援の注意点などを理解する事が出来た。

研修要旨

　医療観察法とは、心神喪失又は、心神耗弱の状態で重大な他害行為を行った人に対して、適切な医療を提供し社会復帰を促進することを目的とした法律である。医療観察法が成立するに至るまでは、1974年「改正刑法草案」が提案。治療処分と禁絶処分との保安処分が提案された内容であった。また、1981年「保安処分制度(刑事局案の骨子)」が提出され、保安処分の対象として、殺人・傷害・放火・強盗・強姦・強制わいせつの6罪種が挙げられていたが、確実性の無い根拠を基に判断してしまうことから有識者より反対があり、棄却されている。その後、精神保健法や精神保健福祉法などの成立や改正が行われ、2001.6.8に大阪池田小児童殺傷事件が起きている。医療観察法は、2002年3月に法案を提出し改正等を行い、精神保健福祉法の特別法として2005年7月より施行されている(保安処分ではない)。
　同法の構造としては、二次元主義が謳われ、「責任ある者には刑罰、責任のない者には保安処分」となっている。検察官の不起訴処分と申し立て(法33条1項)が多くを占めており、その後、裁判所が処遇を決定(法42条1項)。上記より、検察官による起訴独占主義と起訴便宜主義と言われている。
　心身喪失(責任無能力)とは、精神障害により、事物の理非善悪を弁識する能力(弁識能力)か、この弁識に従って行動する能力(制御能力)が欠如している状態。心神耗弱(限定責任能力)とは、精神障害により、事物の理非善悪を弁識する能力(弁識能力)か、この弁識に従って行動する能力(制御能力)が著しく減少し、刑を必ず軽減するとのものである。以下は、医療観察法による手続きの流れである。
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3.地域処遇ガイドラインと社会復帰調整官の役割
講師：東京保護観察所　社会復帰調整官室　首席社会復帰調整官　宇津　木朗　氏
考察
　現在、当院にも通院している対象者がいる為、何度か社会復帰調整官と何度か関わりがあった。その為、医療観察法による処遇に従事し、処遇コーディネートが主要な役割であることは事前に理解はしていたものの、具体的な対象者・関係機関との関わりや具体的な役割・業務については、本講義を通して学ぶことが出来た。今後、対象者の支援の為にも、社会復帰調整官の役割について理解した上で、関わりを図っていきたいと考える。

研究要旨

　保護観察所が関与することとなった理由として、医療観察法による処遇は、国が統一的に実施している。各都道府県に設置されている事から対象者の全国的な移動に対応出来る(転居・就労による転勤)様に、精神保健福祉センターの案も提出されていたが、都道府県により差がある為、保護観察所が行うこととなった。社会復帰調整官の役割としては、①生活環境の調査②生活環境の調整③精神保健観察の3つが挙げられるが、どの項目にも共通する関係機関相互間との連携の確保が求められる。また、保護観察所の基本的な役割として、①当初審判から対象者に関与し、地域社会における処遇コーディネーターとしての役割を果たす②生活環境の調査、生活環境の調整(退院地の選定・確保の為の調整、退院地での処遇実施体制の整備)、処遇実施計画の作成及び見直し、精神保健観察の実施(継続的な医療を確保する為の生活状況の見守り、必要な指導等)等を行う③本制度の普及啓発などが挙げられる。

　入院処遇・通院処遇の流れについては、前項の図を参考とする。また、通院処遇が決定した場合、地域処遇の基本方針は以下の図の通りである。[image: image6.png]‘mﬁMEngﬁﬂ
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　対象者の状態が悪化する可能性についても、ケア会議等で検討し、緊急連絡体制や相談窓口の設定、クライシスプランの策定を事前に行っておく。状態によっては、精神保健福祉法による入院についても検討しておき、悪化した際の状態に応じて関係機関が協力をして対応を行っていく。
4.指定通院医療機関における医師の役割
講師：国立病院機構琉球病院　副医院長　大鶴　卓　氏
考察
　本講義では、医療観察法の適応となっている対象者の傾向と当院でも、導入となっているクロザピンについての内容が主であった。やはり、医療観察法の対象者の多くは統合失調症患者様や統合失調症　と人格障害など合併しており、対応が難しい対象者も多いことが分かった。また、クロザピンについてどの程度精神症状に対して有効なのか、なぜ他医療機関でも導入が盛んに行われているのかを学べた。

研修要旨

　通院医療のポイントとして、信頼関係に基づくネットワークによる支援と共通評価項目等の客観的評価による医療の実施が挙げられる。信頼関係に基づくネットワークについては、信頼関係の構築をする際に監視する関係性にならないように配慮が必要である。また、院内ネットワークによる多職種チームと地域内ネットワークによるケア会議を定期的に実施し、対象者の情報提供や今後の支援について検討を行う必要がある。
　医療観察法による入院処遇の対象者の特徴として、約20％が3年以上、約10％が5年以上の長期入院となっている。また、疾患は統合失調症が最も多く、次いで気分障害、物質使用障害となっている。医療観察法による長期入院となる治療抵抗性統合失調症の特徴としては、①若年発症で陽性症状が多彩で改善が乏しく、情緒不安定で衝動性が高い②病状が安定せず、再発・再入院を繰り返す回転ドア現象が存在③第3者への殺人などの重大な他害行為の為、十分な病状の安定が図れなければ社会復帰が望めないことが報告されている。上記より、クロザピンによる治療が指定入院医療機関30施設中、29施設が行っている。クロザピンの特徴として、怠薬傾向や再入院のリスクが他抗精神薬と比較すると低い。また、クロザピンの効果が期待できる患者像としては、①陽性症状(幻覚妄想状態・思考障害)・情動(敵意・興奮・非協力性・猜疑心)に最も効果が高い[被害妄想が持続し、情動が不安定な妄想型統合失調症]②陽性症状・陰性症状・神経症様症状が混在した病態にも効果が期待できる[解体型・破瓜型統合失調症]が、陽性症状程の改善効果は期待できないと考えられている。[image: image7.png]BPRS T AL1E B (OB (205510 F191E)





　医療観察法による対象者の多くは、自身に起きていることが、病気の症状であることが認識出来ず、何故治療が必要なのか理解が出来ず(病識がない)、対象行為が病気とどのように関係しているかが理解出来ないことから(内省出来ていない)同様の他害行為を防ぐ手立てがないことが多い。また、対象行為発生時に怠薬していることが多く見られている事から、セルフモニタリングとクライシスプランが有効となってくる。セルフモニタリングでは、病状悪化・他害行為に繋がる症状を整理し、日々セルフモニタリングを行いながら自己対処できることが目標となる。自分に起きてくる日々の状況を記録し、支援者と共有していく。クライシスプランについては、支援を行っている関係機関で病状悪化時の対応について共有していく。セルフモニタリングに対し予防的戦略の意味合いが強く、緊急時対応が主な目的であるが、セルフモニタリングを連動させると、事前に事故対処が可能となる。クライシスプランについては、本人・家族、関係機関同意のもと、作成を行っていく。状態に応じて段階別の対応を事前に検討していく。作成については、対象者と指定入院。通院医療機関が共同で作成し、ケア会議で対象者・家族・地域支援者と共有し、通院中に対象者と共に修正しながら完成することが理想的である。
5.指定通医療機関における看護師の役割
講師：国立精神・神経医療研究センター病院　精神看護専門看護師　熊地　美枝
考察
　事例や実際に国立精神・神経医療センター病院にて行われている看護師としての役割について、講義が行われた。精神症状の観察のみではなく、看護面接により症状のみならず生活面についての相談や困っていることの相談などを通し、看護師は対象者にとって身近な存在となり病状変化への早期の気付きに繋がることもある。本人の状態や考えだけではなく生活の様子によっても病状の変化に気付けることを学んだ。

研究要旨

　国立精神・神経医療機関研究センター病院にて行われている、医療観察法による通院医療体制についての紹介が主であった。同院では、対象者ごとに担当多職種チーム(MDT)を作り支援を行っている。看護師としての関わりとしては、多職種チーム面接やケア会議への参加、対象者との個別面接(対人関係・生活歴の振り返り、セルフモニタリングの振り返りと共有、生活等での相談など)、訪問看護、精神症状の観察等を行っている。初回の個別面談における内容としては、対象行為については必ず話し合うこととしている。支援を行う上で対象行為の内省や病識の確立の有無について、経過毎に確認することが出来る。話しにくいと感じ、上記内容について話し合わず経過することにより、話題に出しにくく内省や病識の確立についての確認を行うツールを減らしてしまうこととなる。また、治療を進めていく中で、自殺よる死去なども件数が少なくないことから自殺企図や希死念慮、対象行為以外の粗暴行為等についても確認を行う。通院MDTや精神科看護師の役割について、説明を行う。通院日ごとに、看護面接を行うこととしているが、面接については、対象者の様子や性格により診察前・診察後どちらに行うかを決めている。
　看護面接を行うことにより、対象者からは身近な存在に感じられ、何でも話が出来る対象となる。そのことから、対象者の日常生活から小さな変化や病状の変化に早期より気付くことが出来、本人の精神症状の観察や治療への参考、他関係機関との協力を図る事が出来る。また、対象者理解となり、より良い支援に繋がる。
【2日目】
6.指定通院医療機関における精神保健福祉士の役割
講師：国立精神神経医療研究センター病院　精神保健福祉士　小河原　大輔　氏
考察
　精神保健福祉士の1つとして業務として、アボドケイトが挙げられていた。医療観察法は、強制力が強い制度であることから、対象者の人権については大切に取り扱わなければならないと考える。また、通常の入院・通院患者様より、必然的に関係機関や関係者が多くなることから、連絡調整についても適切に判断をし、丁寧に行う必要がある。実際に、対象者の受け入れ要請があった場合に対応出来るよう、本講義内での受け入れ手順や資料、当院ではどのように行っているかなど上司にも確認していく。
研究要旨
　指定通院医療機関における精神保健福祉士としての役割について、①基本業務②調整業務③ネットワークとソーシャルアクションの3つが挙げられる。
①基本業務
　1).ケースワーク：本人や家族との個別面接を通して関係性を構築。積極的なアウトリーチとして、訪問看護への同行が考えられる。
　2).グループワーク：心理教育的な内容、家族会等のピア活動について支援を行う。
　3).リンゲージ：社会資源の紹介及び、手続き支援や顔の見える関係性へと繋げていく。
　4).アボドケイト：権利の確認(抗告や処遇終了の申し立てなど)成年後見制度や日常生活自立支援事業の紹介や利用支援、年代に応じたサービス紹介や利用支援を行う。
　5).ケアマネジメント：医療観察法上のケアマネジメントは社会復帰調整官が行うが、各機関でのケアマネジメントはその所属するソーシャルワーカーが行う。社会復帰調整官の作成する処遇実施計画によって、目的を共有し、各機関がアセスメントとサービス提供を行う。障害者総合支援法による制度を活用している場合、相談支援専門員によるサービス等利用計画が作成される。処遇終了後も地域生活は継続する為、スムーズに移行出来るよう、当初より意識して関わりを持つ。

②業務の調整
　多職種チームによる業務の調整を行っていく。院内による調整(情報取集と共有、院内研修の企画・調整なども含む)、院外における調整(院外の関係機関との連絡調整、障害者総合支援法による事業者・支援者への連絡調整)などが挙げられる。通常の連絡調整は社会復帰調整官を通して行うことが殆どであるが、緊急時は迅速な対応が必要となる場合もある為、相互が意識してクライシスプランを活用し、連絡調整を図る必要がある。
③ネットワークとソーシャルアクション
　・具体的な実践の共有から見えた課題の整理・対応の検討
　・業務整理や役割分担についての実務的な情報が得られる
　・顔の見える繋がり
　・連絡協議会や自治体主管課などへの提言　などが挙げられる。
　通院処遇至るまでの形式について、医療観察法施行後3年後(H13年)とH28年で比較すると、H13年では、直接通院(当初審判より通院処遇)が65％で移行通院(当初審判では入院処遇とされ、入院処遇を経た後に通院処遇となる場合)は35％であったが、H28年は直接通院が29.3％であり、移行通院は70.7％と移行通院が増加している傾向にある。
　移行通院(指定入院医療機関)による、精神保健福祉士の業務の流れと業務内容については、以下の通りである。
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7.指定通院医療機関における作業療法士の役割
講師　京都府立洛南病院リハビリセンター長　作業療法士/精神保健福祉士　岩根　達郎　氏
考察
　本講義では、作業療法士の従来の役割を併せ、指定通院医療機関の作業療法士としての役割について学んだ。対象者と関わる機会としては、精神科作業療法・精神科デイケア・訪問看護などが挙げられる。関わり・同空間にて対象者と共に過ごす時間が比較的長いことから、日常生活活動能力の評価等を行いながら、精神症状の観察、本人との今後についても目標やそれに伴う行動が多い職種であると感じた。また、一般精神疾患患者様とは異なり、精神科デイケア・作業療法についても対象者全員が外発的介入により導入となっている事から、対象者との信頼関係の構築・作業療法の目的、対象者の目標・希望の確認など初回面接がとても重要となり、難しさも感じた。
研修要旨

　まず、精神科リハビリテーションとは、対象者のウェルビーイングに貢献するものである。そのために、生物学的、心理学的、社会学的な包括的なアプローチが必要となる。その人が希望を感じ暮らしていけること、自分に価値を感じ周囲から認められ必要をされることを目標に、個人的、環境的に必要なことをアセスメントし、共有して行っていく。作業療法士としての特性としては、①人が｢何か｣をする時にどんなことがその｢何か｣を取り囲んでいるのか、その｢何か｣を分析する(運動学的・解剖学的・生物学的・精神医学的・行動学的・性格など)②対象者の｢できること｣｢できないこと｣の分析(＝能力と実行状況の分析。同時に｢やりたいこと｣｢やりたくないこと｣や｢必要｣｢不必要｣、｢優先度が高い｣｢優先度が低い｣などの分析を行うそれらを含め、対象者が｢どのような人か｣を評価する)の2つが挙げられている。評価を行った上で、対象者へ｢何が(どんな能力が)必要か｣を共有し、優先度の高いものから必要なサービスを提供していく。指定通院医療機関の作業療法士の役割と流れは以下の通りである。

①受け入れ準備：早い段階で、関係性の構築やスムーズなデイケア・外来作業療法導入準備を行う。入院中の見学やプレ参加、関係者の顔合わせや事前のケア会議等の出席を通して、対象者のストレス耐性や集団への適応性、個別的支援の必要量を評価し、対象者の負担にならないような導入方法(時間・日数・プログラム・個別面接の頻度など)を検討。プログラム参加だけではなく、退院準備などのケースワークを含めた具体的活動を共に実施。診立てた評価を、入院医療機関とのすり合わせを行う。

②前期通院医療(6ヶ月)：新しい環境へのストレスを考慮しながら、安心して通所できるよう参加日数やプログラム内容を対象者と共に検討していく。定期的な面接や声掛けを多くし、グループへの導入や担当者との信頼関係を構築していく。緊急時の相談が出来るスキルを身に付ける為に電話連絡の練習をするなどの工夫を行う。今後の希望を確認し、概ねの方向性を共有する。

③中期通院医療(18ヶ月)：安定した通院・通所が継続している場合、行動範囲を広げ、生活を楽しめるようにデイケア・外来作業療法以外の生活面にも配慮を行う。日常生活での困ったことや不安なことを具体的に解決する方法を一緒に考え、疾病教育プログラムへの参加を通して病気の理解を促し、種々のプログラムで他者との共有体験を通して共感性・協調性を養い、対人関係の広がりや楽しみを見出せるような支援を行う。対象者によっては、早い段階で就労準備の支援を行う。また、前期通院医療(6ヶ月)で立てた、概ねの方向性を具体的な目標設定へ移行していく。

④後期通院医療(12ヶ月)：継続的な医療の必要性を自ら理解し感じられるようサポートすると共に、対象者が望む生活の実現に向けて就労支援や他の社会復帰施設、行政機関との連携を強化し、処遇終了に向けて、スムーズな一般医療への橋渡しをする。処遇終了後、安易に服薬を中断し、再発することのないよう病気の理解を更に深める工夫や、自ら支援者に相談が出来るような体制の確保と意識付けを工夫する。また、中期通院医療(18ヶ月)に立てた、具体的な目標設定を実現するよう、実行に移していく。

　上記支援を行うにあたり、対象者の自殺のリスクは常に考えていかなければならない。また、対象者によっては、処遇終了時に｢終了セレモニー｣を実施(正装で裁判所へ行き、裁判官より処遇終了の通知を受ける)。通院処遇者同士の関係、病院内での社会復帰調整官の立ち振る舞い(個人情報により)については、他通院・入院処遇対象者に説明が必要となる。

8.指定通院医療機関における臨床心理技術者の役割

講師：大阪府立精神医療センター　臨床心理技術者　田中　さやか　氏

考察
　本講義では、指定通院医療機関における臨床心理技術者の役割として、内省や病識の確立、動機付け、日常的な相談など対象者の治療や地域における支援を行うためにも重要な役割を担っていることを学んだ。しかし、現状としては臨床心理技術者が、指定通院医療機関において必須メンバーとなっていないことから多職種チームに加わることが少ない。しかし、対象者の支援が進み、対処スキル(SST、セルフモニタリング、クライシスプラン等)を身につける段階について考えると、対象者への理解も含め、初期よりチームとして関わることにより、より良い支援を行うことが出来るのではないかと感じた。

研修要旨
　他職種チーム医療における心理士の役割として、対象者に対して心理的介入を行う。医療観察法は、強制的医療であることから、動機付けが必ず必要となる。対象者の多くは、知的障害や発達障害、薬物・アルコールの乱用、思考や意欲の障害を有しており、その特性や限界を踏まえて心理的介入を行う。個別の心理面接と集団プログラムを活用し、他職種との協働で治療を行う。指定医療機関における心理士の主な担当課題としては、①病識の深化の為のアプローチ②内省③対処スキル(対人関係、怒り、ストレス)の構築が挙げられる。心理士の役割としては、①個別心理面接②心理アセスメント③動機付け④集団療法⑤家族への関わりが挙げられる。

①個別的心理面接：面接では、通院治療への動機付け・維持、環境変化への適応の支援、自傷・自殺の予防が挙げられる。直接通院の場合、医療観察法の処遇は理解しにくく受け入れ難いことを想定し、本人のニーズや気持ちを十分踏まえながら今後に向けた話し合いを行っていくと効果的である。

②心理アセスメント：通常の心理アセスメントに加え、自傷他害のリスク・病識・自尊感情、自己効力感などを必要時にアセスメントや評価項目を使用し、他職種にも分かりやすく、役立つように共有をしていく。心理介入が困難と予想される対象者の特性について、その要因、回復の可能性と限界を常に査定しながら関わり、治療に反映させていく。

③動機付け：強制的な医療であるため、前向きに治療と向き合う為の動機付けが必要。お互いを押さえ込むパワーゲームではなく、信頼し協働できるパートナーになれるような関わりが必要。対象者のニーズや能力を把握し、医療観察法による治療・支援について分かりやすく丁寧に説明し、最終的な方向性について明確にする。その上で、対象者のニーズを重なる内容について、本人に出来そうなことと、心理士として支援できることを個々に提案し、取り組んでいく。

④集団療法：デイケア等での関わり、対象者数やスタッフのマンパワーによっては、入院医療で行われているような集団心理治療を実施。

⑤家族への関わり：対象行為の大半が、家族・親族に対するものであることから、対象行為により家族がどのような影響を受けたのか評価を行いながら、信頼関係を構築。家族の思いをくみながら、疾患理解や家族環境の調整に必要な支援を行う。

※対象行為時、精神科治療を継続していた者は約35％である。通院医療では、薬物療法だけではなく、心理教育、SST、家族支援など｢+α｣での支援が必要とされている。

9.グループワーク　(共通評価項目について)

講師：神奈川県立精神医療センター　医師・小澤　篤嗣　氏　看護師・幸村　幸男　氏/福田　伸一　氏

　　　　　　　　　　　　　　　　　作業療法士・来栖　慶一　氏　臨床心理士・瀬底　正有　氏

　　　　　　　　　　　　　　　　　精神保健福祉士・高木　善史　氏

考察
　研修に参加していた多職種チームにて、実際に共通評価項目について使用し、事例による対象者について検討を行った。評価の参考としては、薬剤の導入前・後の比較やクライシスプラン、精神症状の変化、日常生活の様子、対人関係等様々面から評価を行っていくこととなる。多職種・関係機関とのすり併せにより、より総合的に対象者の状態を評価できると感じた。

研修要旨
　共通評価項目の背景として、医療観察法の｢医療の必要性｣を判断する根拠や基準を検証可能にする必要性があり、他職種チームによる治療過程での評価や、入院・退院・再入院・処遇終了などの様々な局面で継続して利用可能な尺度が必要であること、他害行為のリスクアセスメントとそのケアマネジメントを行う為のツールが必要であった事から、作成された。目的としては、｢評価の統一化・標準化｣｢対象者の横断的評価と縦断的な評価｣｢他職種チームの共同作業による評価(チームで評価が原則)｣｢社会復帰戦略の構造化｣｢EBMへの寄与｣が挙げられる。活用の機会としては、鑑定時、入院、通院の際に用いる。評価期間は、｢原則として過去3ヶ月｣とし、過去3ヶ月間の最も悪い状態を考慮して点数化(0～3)する。ただし、①医療観察法入院後の初回評価(入院後2～3週目)②直接通院決定後の初回評価③鑑定時は長期的なマネジメントが必要となるため、評価期間は対象行為の半年前から現在に至るまでとなる。

　共通評価項目の構造としては、医療観察法の目的にある治療や社会復帰を円滑に進めるための評価と治療計画に資する項目で評価する。現在や将来に関する項目、治療や介入などのマネジメントに関わる項目(精神医学、個人心理学、対人関係的、環境的、治療的の5要素17項目)で構成する。対象者の必要に応じて、個別項目を加える。評価後の治療介入などマネジメント方略と連動する。
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　評価方法としては、中項目の点数を比較することによってなされる。｢精神病状｣｢非精神病症状｣｢内省・洞察｣｢生活能力｣の4つであり、中項目の総合評価は小項目のうち最も高い点数が採用される。使用上の注意としては、多職種・他機関が「共通」して用い、誰か1人が評価をするのではなく、多職種で評価を行う。評価結果については、治療計画に反映させる必要がある。処遇の判断については、共通項目だけではなく、それ以外の情報と統合した上で行う必要がある。
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